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『富里市第３次行政改革大綱  改革プラン』とは  

 

市 の財政を取り巻く環境は厳しさを増しておりますが，一方で，行

政ニーズはますます増加，多様化することが見込まれます。また，市

町村の自主的・自立的な行財政運営が一層求められています。  

限られた資源を有効に活用し，本市の実情に合った政策を展開する

ためには，市民との連携・協働のもとに，行政の効率化，生産性の向

上，財源の確保・拡大を図ることが必要です。  

そこで本市では，以下の基本姿勢のもとに行政改革に取り組 んでお

ります。  

 

行 政改革の基本方針  

１  市 民サービスの向上  

２  市 民との協働の推進  

３  財 政基盤の確立  

４  行 財政の効率的運営  

５  組 織と人事管理  

 

 こ の基本方針による「富里市第３次行政改革大綱」に基づき，平成

２２年度から５か年の改革プラン (行 政改革大綱に示した内容を実現

させるために策定する具体的な取り組みを示した計画 )を 策定・公表

し，着実に取り組みを進めます。また，「改革プラン」は計画期間終

了に合わせて，その成果について総点検するとともに，毎年 ，進ちょ

くについて調査・公表します。  
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改革推進項目の実績 

 

第１章  市民サービスの向上  

 

(１ )  市 民ニーズに対応したサービスの向上  

 ○ 防 災 ・ 防 犯 メ ール 配 信 事業 の 実 施  

防 災 行 政 無線 で 放 送し た 内 容や ， 気 象警 報 等 を配 信 し た。  

平 成 22年 9月 1日 か らサ ー ビ ス開 始 。  

・ 登 録 者 数 4,925人 （ 平 成 24年 3月 31日 現 在 ）  

・ メ ー ル 配信 回 数 260回 （ 平 成 24年 3月 31日 現 在 ）  

 ○ 「 市 長へ の 手 紙」 「 市 政へ の ご 意見 ・ ご 提案 」 の 実施  

広 く 市 民 の皆 さ ん から ，市 政に 対 す る 意見・提 案を 聴 取 し ,よ り 住 みよ

いま ち づ くり に 努 め た 。  

・ 受 付  ９ ０ 件  

 

(２ )  情 報提供の推進  

 ○ 生 活 ガ イ ド ブ ック は 継 続し て 配 布し ，外 国 人 支援 窓口 も 引 き続 き 設 置

した 。  

・ 外 国 人 支援 窓 口 相談 件 数  ２ ２ 件  

 

(３ )  行 政評価の推進  

 ○ 実 施 計 画 と 施 策評 価 と の連 携 方 法を 検 討  

第 １ 次 実 施計 画 （ 平成 23～ 25年 度 ） の中 間 年 での 見 直 し に あ た り，

各事 業 の 実施 計 画 シー ト を 施策 評 価 との 連 携 を図 れ る よう な シ ート

とし た 。  

 

(４ )  電 子市役所の推進  

 ○ 「 ち ば 電 子 申 請・ 届 出 サー ビ ス 」に つ い て， 平 成 ２２ 年 度 の利 用 実 績

が 6件 と 低迷 し て い るた め 平 成 23年 3月 末 ま で の利 用 と した 。  
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第２章  市民との協働の推進  

 

(１ )  市 民協働のシステムづくり  

 ○ 市 民 と 市 職 員 で構 成 さ れた 「 協 働の ま ち づく り 推 進計 画 検 討委 員 会 」

から 提 出 され た 提 言書 に 基 づき ，「 富 里市 協 働 のま ち づ くり 推 進 計画 」

を策 定 し た。 （ 平 成２ ２ 年 度完 了 ）  

 ○「 協 働 の ま ちづ くり 推 進 計画 」で定 めた 29項 目 の 事業 につ い て ５か 年

の年 次 計 画を 定 め 実施 す る こと と し てお り ，平成 23年 度 に 実 施 すべ き

12の 事 業 に つ いて 実施 し た 。  

・ 市 民 活 動ブ ー ス の設 置  

・ （ 仮 称 ）協 働 の まち づ く り推 進 課 の設 置 （ 市民 活 動 推進 課 の 設置 ）  

・ 市 民 活 動支 援 補 助金 の 創 設  

・ 協 働 の まち づ く り の 講 座 の開 設  

・ 市 民 活 動の 実 態 調査  

・ 協 働 Ｐ Ｒリ ー フ レッ ト の 作成  

・ 市 広 報 紙及 び ホ ーム ペ ー ジの 充 実  

・ 地 域 フ ォー ラ ム の開 催  

・ と み さ との 情 報 コー ナ ー の創 設  

・ パ ブ リ ック コ メ ント 制 度 の周 知  

・ 審 議 会 等へ の 公 募委 員 に よる 市 民 参画 の 推 進  

・ 市 政 へ の参 画 機 会の 拡 大  

 

(２ )  協 働事業の推進   

 ○ 区 ・ 自 治 会 支 援  

  ・ (財 )自 治 総 合 セン タ ー が実 施 す る一 般 コ ミュ ニ テ ィ助 成 事 業を 活 用

し， コ ミ ュニ テ ィ 活動 に 必 要な 備 品 購入 に 対 する 支 援 をし た 。  

・ 活 動 拠点 と な る 集会 所 の 修繕 等 の 支援 ， 防犯 対 策 と して 防 犯 灯の 設

置等 の 支 援 を し た 。  

・ 公 共 的 課題 に 自 ら取 り 組 んで い る 市民 活 動 団体 ・ 区 ・自 治 会 に対 し

ての 支 援 ・助 言 を した 。  
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 ○ 市 民 が自 主 的 ，自 発 的に 行 う 市 民活 動 を 支援 す る こと に よ り， ま ち づ

くり の 担 い手 を 数 多く 創 出 して ，協 働に よ り 住み よ い 地域 社 会 を豊 か

に展 開 し てい く こ とを 目 的 とし た ，市民 活 動 支援 補 助 金制 度 を 創設 し ，

第 1次 ・ 第 2次 募集 を実 施 し た。  

・ 市 民 活 動支 援 補 助金 合 計 ９件  補 助 金 額 500 ,000円  

キ ッ ク オ フ部 門    ４ 件  補 助 金 額 147 ,000円  

チ ャ レ ン ジ部 門    ４ 件  補 助 金 額 242 ,000円  

ス テ ッ プ アッ プ 部 門  １ 件  補 助 金 額 111 ,000円  

 ○ ア ダ プト プ ロ グラ ム 登 録団 体 等 に対 し ，ボ ラ ン テ ィア 保 険 の加 入 ， 物

品の 支 給 等を 行 い，活動 を 支 援し た 。ま た，新 規登 録 の 募集 を行 っ た 。  

・ 登 録 数 （団 体 ・ 個人 ） 84登 録  

・ 登 録 ボ ラン テ ィ ア数 1,124名  

・ 延 べ 総 距離 123 ,854ｍ  

 ○ 自 治 会等 が 実 施す る 道 路管 理 作 業に 対 し ，用具 の 貸 出し ，草 等 の回 収，

側溝 等 の 汚泥 回 収 を行 っ た 。  

・ 用 具 の 貸出 し  ７ 件  

・ 草 等 の 回収  １ ３ 件  

・ 側 溝 等 の汚 泥 回 収  ４ ３ 件  

 ○ 公 園 内に お け る除 草 及 び清 掃 等 の日 常 管 理を 協 定 締結 に よ る住 民 参

加に よ り 行っ た 。  

・ 管 理 協 定締 結 数  48団 体  74公 園  

 

(３ )  市 民参画のまちづくり  

 ○ パ ブ リ ッ ク コ メン ト の 実施  

・ 実 施 案 件  ３ 件  

・ 意 見 件 数  ５ 件  

 ○ 公 募 委員 の 状 況を 調 査 し， 規 則 ・指 針 に 基づ い て ，審 議 会 等で 積 極 的

に公 募 を 行う よ う 各課 に 促 した 。  

・ 10機 関 で 合 計 22名 を 公 募 委員 と し て登 用  

 ○ 市 長 と直 接 的 な広 聴 の 機会 と し て ,市 長 室 を 開 放 し ,そ の 場 で 市民 の 市

政に 対 す る幅 広 い 意見 を う かが う 「 市長 と 市 長室 で 語 り合 い ま せん

か？ 」 を 実施 し た 。  

・ 参 加 者  13名  

 

 



 

- 5 - 

 ○ 富 里 市地 域 福 祉計 画 の 策定 に あ たり ， 市民 ， その 他福 祉 に か か わ る 方

の意 見 を 反映 さ せ るた め 公 募委 員 を 含む 策 定 委員 会 の 開催 及 び パブ

リッ ク コ メン ト を 実施 し ま した 。  

・ 策 定 委 員会  ３ 回 開 催  

・ パ ブ リ ック コ メ ント 実 施  9/5～ 9/26（ 意 見３ 件 ）  

 ○ 市 の 環境 保 全 に関 す る 諸施 策 の 基本 と な る環 境 基 本計 画 の 策定 に 際

し， 市 の環 境 の 現 状及 び 将 来的 な 課 題に 対 し， 市 民 の 視点 か ら の意 見

を反 映 す るた め ，公募 委 員 を含 む 環 境基 本 計 画策 定 市 民懇 話 会 の開 催

及び パ ブ リッ ク コ メン ト を 実施 し ま した 。  

・ 懇 話 会 委員  14名 （ う ち 各小 学 校 区８ 名 ， 公募 １ 名 ）  

・ 懇 話 会 会議  ５ 回 開 催  

・ パ ブ リ ック コ メ ント 実 施  12/26～ 1/17（ 意 見 な し ）  
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第３章  財政基盤の確立  

 

 (１ )  市 税等徴収率の向上  

 ○ 市 税 負 担 に お ける 公 平 性確 保 ， 税の 適 正 な確 保 の ため ， 納税 の 意 思 が

確認 で き ない 人 に 対し て 財 産の 調 査 ・差 押 を行 い ，債 権取 立 及 び公 売

等換 価 処 分を 行 っ た。  

 ○ 休 日 納 付 相 談 窓 口 の 開 設 や 口 座 振 替 ， コ ン ビ ニ ， マ ル チ ペ イ メ ン ト ，

クレ ジ ッ トカ ー ド（ 軽自 動 車 税）に よる 納付 方 法 を周 知 し，自主 納 付 ，

期限 内 納 付を 推 進 した 。  

 ○ 給 付 制限 の 実 施（ 介 護 保険 料 ）  

 ○ 給 食 申込 制 の 実施 や 法 的措 置 （ 支払 督 促 ） を 実 施 した 。 ま た。 児 童 手

当か ら の 徴収 を し た。  

 H２ ０  H2３  比 較  

市 税  95 .77％  96 .01％  ＋ 0 .24  

国 民 健 康 保険 税  79 .56％  79 .76％  ＋ 0 .20  

保 育 料  95 .63％  98 .05％  ＋ 2 .42  

介 護 保 険 料  97 .08％  96 .88％  ▲ 0 .20  

給 食 費  97 .98％  97 .89％  ▲ 0 .09  

 

 (２ )  企 業誘致の推進  

 ○ 企 業 誘 致 活 動 の実 施  

・ 第 二 工 業団 地 の 立地 希 望 の ３ 社 に 立地 審 査 を実 施  

 

(３ )  使 用料・手数料の適正化  

 ○ 平 成 ２ ４ 年 度 見直 し 予 定  

 

(４ )  公 有財産の運用・管理  

 ○ 市 有 地 の 有 償 貸付 に よ る財 源 確 保  

・ 市 有 地 の有 償 貸 付  6か 所   611 ,191円  

 ○ 公 共 施設 の 管 理経 費 の 節減  

  コ ミ ュ ニ テ ィ セン タ ー ,本 庁 舎 等 ,葉 山 保 育 園 ,保 健 セ ンタ ー ,消 防 庁 舎 ,

各 小 中 学 校及 び 幼 稚園 ,中 央 公 民 館 ,社 会 体 育 館 ,水 道 事 業 所      

 H2２  H2３  比 較  増 減 率  

電 気  88 ,5 08 ,58 1  85 ,0 67 ,16 9  ▲ 3 ,4 41 , 41 2  ▲ 3 .9 %  

ガ ス  2 ,20 9 ,6 51  1 ,85 7 ,6 08  ▲ 3 52 ,0 43  ▲ 1 5 . 9 %  

上 下 水 道  30 ,3 52 ,38 5  28 ,8 45 ,07 4  ▲ 1 ,5 07 , 31 1  ▲ 5 .0 %  

燃 料  12 ,1 44 ,45 7  14 ,2 19 ,40 6  2 , 07 4 ,9 49  17 .1 %  

合 計  133 ,21 5 ,0 74  129 , 98 6 ,2 57  ▲ 3 ,2 25 , 81 7  ▲ 2 .4 %  

(単 位 :円 )  



 

- 7 - 

(５ )  新 たな財源の確保  

 ○ 広 報 紙 「 広 報 とみ さ と 」に 有 料 広告 の 掲 載募 集 を 行っ た 。  

・ 10 ,000円 ×39枠 ＝ 390 ,000円  

 ○ 市 ホ ーム ペ ー ジに 有 料 広告 の 掲 載募 集 を 行っ た 。  

・ 10 ,000円 ×35枠 ＝ 350 ,000円  

 

 

 

 

第４章  行財政の効率的運営  

 

(１ )  計 画的な財政運営および財政の健全化  

 ○ 健 全 化 判 断 比 率等 の 公 開 （ 平 成 22年 度 ）  

・ 財 政 力 指数  0 .81  

(県 内 市 町 村 平均 0.77  類 似 団 体 128団 体 中 19位 )  

・ 経 常 収 支比 率  90 .3％  

(県 内 市 町 村 平均 90 .5  類 似 団 体 128団 体 中 90位 )  

・ 将 来 負 担比 率  22 .3％  

(県 内 市 町 村 平均 87 .3  類 似 団 体 128団 体 中 17位 )  

・ 実 質 公 債費 比 率  6 .0％  

(県 内 市 町 村 平均 10 .2  類 似 団 体 128団 体 中 8位 )  

 ○ 経 常 収支 比 率 の改 善  

・ 第 １ 時 実施 計 画 （平 成 ２ ３～ ２ ５ 年度 ） の 中間 年 で の見 直 し にあ た

り， 実 施 計画 シ ー トを 事 務 事業 評 価 シー ト と 兼ね る 様 式と し た 。  

・ 経 常 経 費の 削 減 に努 め た 。  

 

 (２ )  財 政支援団体等への行政関与の見直し  

 ○ 補 助 金 の 見 直 し  

・ 平 成 ２ ４年 度 見 直 し に 向 け， 見 直 し方 針 を 検討 し た 。  

 ○ 財 政 援助 団 体 への 行 政 関与 の 見 直し  

・ 方 針 の 策定 に 至 らな か っ たが ， 引 き続 き 調 査・ 検 討 を行 う 。  
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(３ )  民 間活力の活用  

 ○ 民 間 委 託 等 の 推進  

・ 新 た な 民間 委 託 の実 施 は なか っ た が， 引 き 続き 検 証 を行 う 。  

 ○ 指 定 管理 者 制 度の 適 正 運用  

・ 新 た に 設置 さ れ た施 設 は なか っ た が， 引 き 続き 検 証 を行 う 。  

 

(４ )  公 共事業の適正化  

 ○ 入 札 制 度 の 見 直し  

・ 低 入 札 価格 調 査 制度 を 試 行的 に 実 施し た 。  

・ 一 般 競 争入 札 に おい て も 予定 価 格 を事 前 公 表と す る こと と し た。  

 

 ○ 公 共 工事 の コ スト 縮 減  

・ 他 工 事 との 工 事 間流 用 約 881㎡ に より 約 540 ,000円 削 減  

・建 設 発生 土 の 工事 間流 用 に より ，運搬 費・処 分費 を 1,902 ,000円 削

減  

・ 工 法 選 択な ど に より ， 工 事費 を 1,252 ,000円 削 減  

・ 関 係 各課 等 と 連 携し ， 公共 桝 設 置 工事 に お いて 施 工 箇所 を 合 わせ て

行い 舗 装 復旧 費 用 を縮 減  約 117㎡  977 ,000円 削 減  
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第5章  組織と人事管理  

 

(１ )  組 織・機構の見直し  

 ○ 安 心 し て 長 生 き で き る 医 療 や 福 祉 の 充 実 し た ま ち づ く り 推 進 の た め ，

新 保 健 セ ン タ ー 建 設 を 予 定 。 充 実 し た 施 設 の 早 期 完 成 を 目 指 す た め ，

新保 健 セ ンタ ー 建 設準 備 室 を設 置 し た。  

 ○ 市 内 にあ る 文 化資 源 を 活用 し ，地域 経 済 の活 性 化 につ な げ るま ち づ く

りを 推 進 する た め の一 環 と して ， 文 化資 源 活 用室 を 設 置し た 。  

 

(２ )  定 員管理の適正化  

 ○ 平 成 23年 4月 1日 現 在 の 職員 数  453人  

（ 普 通 会 計 414人  一 般 行 政 259人 ）  

 ○ 人 口 １万 人 当 たり の 職 員数  

・ 普 通 会 計  83 .85人  

(類 似 団 体 135団 体 平均  94 .86人  135団 体 中  46位 )  

・ 一 般 行 政  52 .46人  

(類 似 団 体 135団 体 平均  72 .43人  135団 体 中  10位 )  

 

(３ )  給 与の適正化  

 ○ 試 行 的 に 人 事 評価 を 実 施し た 。  

 ○ 手 当 の適 正 化  

・ 勤 務 の 振替 ・ 代 休処 理 の 活用 ， 必 要最 小 限 の時 間 外 勤務 命 令 とな る

よう 管 理 職に よ る 事前 命 令・ 事 後 確 認を 徹 底 し， 時 間 外勤 務 手 当の

削減 に 努 めた 。 あ わせ て 組 織体 制 及 び事 務 の 見直 し に より 時 間 外勤

務手 当 の 削減 に 努 めた 。  

 

(４ )  人 材育成と職員の意識改革  

 ○ 研 修 の 充 実  

・ 庁 内 研 修 100名  

・ 千 葉 県 自治 研 修 セン タ ー 76名  

・ 印 旛 広 域市 町 村 圏事 務 組 合 36名  

・ 市 町 村 アカ デ ミ ー 10名  

・ 東 日 本 大震 災 被 災地 復 興 支援 派 遣 14名  

・ そ の 他 10名  
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(５ )  危 機管理体制の充実  

 ○ 自 主 防 災 活 動 の推 進  

・ ２ 団 体 につ い て ， 財 団 法 人自 治 総 合セ ン タ ーが 実 施 する 「 コ ミュ ニ

ティ 助 成 事業 （ 自 主防 災 組 織育 成 事 業 ） 」 の 申請 を 行 った 。  

 ○ 危 機 管理 体 制 の構 築  

・ 市 地 域 防災 計 画 を各 課 等 に配 付  

・ 職 員 初 動マ ニ ュ アル を 作 成し ， 全 職員 に 配 付  

・ 防 災 ・ 防犯 メ ー ル配 信 事 業  

登 録 者 数 4,925人 （ 平 成 24年 3月 31日 現 在 ）  

メ ー ル 配 信回 数 260回 （ 平 成 24年 3月 31日 現 在 ）  


